2011年度「労働法」（10月18日）

第５回　賃金（荒木103～133頁）
第５回講義のねらい「賃金請求権はいかなる場合に発生するか」「当事者の合意した賃金額に法が介入して是正することがありうるか」「使用者が結婚の祝い金として支給した金員は賃金か」「使用者が労働者に対して損害賠償請求権を有する場合、労働者の賃金請求権と相殺して残額のみを払っても問題ないか」「使用者が資力がなくなり賃金を支払えなくなった場合、労働者としてはどうすることもできないのか」といった課題を検討する。
1. 賃金制度と法規制
2. 賃金請求権の成否
a. 双務契約における義務の履行としての労務提供
b. 合意に基づく賃金請求権
c. 労務の履行不能と賃金請求権
i. 民法536条2項による賃金請求権
ii. 労基法26条の休業手当請求権

3. 最低賃金法

	平成23年度地域別最低賃金改定状況

都道府県名
最低賃金時間額【円】
発効年月日
北海道
705
(691)
平成23年10月6日
青森
647
(645)
平成23年10月16日
岩手
645
(644)
平成23年11月11日
宮城
675
(674)
平成23年10月29日
秋田
647
(645)
平成23年10月30日
山形
647
(645)
平成23年10月29日
福島
658
(657)
平成23年11月2日
茨城
692
(690)
平成23年10月8日
栃木
700
(697)
平成23年10月1日
群馬
690
(688)
平成23年10月7日
埼玉
759
(750)
平成23年10月1日
千葉
748
(744)
平成23年10月1日
東京
837
(821)
平成23年10月1日
神奈川
836
(818)
平成23年10月1日
新潟
683
(681)
平成23年10月7日
富山
692
(691)
平成23年10月1日
石川
687
(686)
平成23年10月20日
福井
684
(683)
平成23年10月1日
山梨
690
(689)
平成23年10月20日
長野
694
(693)
平成23年10月1日
岐阜
707
(706)
平成23年10月1日
静岡
728
(725)
平成23年10月14日
愛知
750
(745)
平成23年10月7日
三重
717
(714)
平成23年10月1日
滋賀
709
(706)
平成23年10月20日
京都
751
(749)
平成23年10月16日
大阪
786
(779)
平成23年9月30日
兵庫
739
(734)
平成23年10月1日
奈良
693
(691)
平成23年10月7日
和歌山
685
(684)
平成23年10月13日
鳥取
646
(642)
平成23年10月29日
島根
646
(642)
平成23年11月6日
岡山
685
(683)
平成23年10月27日
広島
710
(704)
平成23年10月1日
山口
684
(681)
平成23年10月6日
徳島
647
(645)
平成23年10月15日
香川
667
(664)
平成23年10月5日
愛媛
647
(644)
平成23年10月20日
高知
645
(642)
平成23年10月26日
福岡
695
(692)
平成23年10月15日
佐賀
646
(642)
平成23年10月6日
長崎
646
(642)
平成23年10月12日
熊本
647
(643)
平成23年10月20日
大分
647
(643)
平成23年10月20日
宮崎
646
(642)
平成23年11月2日
鹿児島
647
(642)
平成23年10月29日
沖縄
645
(642)
平成23年11月6日
全国加重平均額
737
(730)
 
注）括弧書きは、平成22年度地域別最低賃金額

	


4. 労基法上の賃金
a. 労基法11条の定義の意義
b. 「労働の対償」

c. 使用者が労働者に支払うもの

d. 賃金性の判断の具体例：退職金の減額・不支給は許されるか？

設例１　O電鉄の従業員であるXは、他社の電車内における痴漢行為の再犯により、懲役4月執行猶予3年の有罪判決を受けた。O電鉄はXを就業規則の懲戒規定に基づき懲戒解雇するとともに、懲戒解雇された者には退職金を原則として支給しないとする就業規則の規定を根拠に、退職金も支払わなかった。住宅ローンが2000万以上残っていたXは、退職金は労基法上の賃金であり、全額払いの原則が適用されるべきであるとして、その全額の支払いを求めて提訴した。Xの請求は認められるべきか。
参考：百選38小田急電鉄（退職金請求）事件
5. 労基法上の賃金規制
a. 平均賃金（労基法12条）
b. 賃金支払いに関する4原則（労基法20条）
i. 通貨払い原則
ii. 直接払い原則

iii. 全額払い原則

1) 一方的相殺の可否

2) 調整的相殺

3) 賃金債権の放棄

4) 合意による相殺

設例２　会社の福利制度の一環として用意された住宅ローンを借り入れるに当たり、「退職に伴い、住宅ローン残高の弁済のため、退職金、給与等の自己債権一切を会社に一任することに異存ありません。」という文書を差し入れていた労働者Xが、退職したため、会社はローン残高と退職金とを相殺し、残額のみをXに支払った。このような相殺は労基法24条の全額払い違反となるか。

参考：百選35日新製鋼事件
iv. 毎月1回以上一定期日払い原則

c. 非常時払い(労基法25条)
d. 休業手当(労基法26条)
e. 出来高払制の保障給(労基法27条)
f. 時効(労基法115条)
6. 賃金債権の履行確保

a. 民事法上の規制
b. 賃金支払い確保法

i. 未払賃金の立替払い
ii. 退職労働者の賃金にかかる高率の遅延利息
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